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［北海道農業経済研究 第9巻第2号 2001.2] 

［論文］

稲作農家の乾燥サービス需要と差別料金制度の導入可能性

ー選択型コンジョイント分析による農家行動分析一

I はじめに

米の共同乾燥調製・貯蔵施設（以下、共乾施設）

は国のサポートを受けて導入が進み、現在では全

国に約2,600施設が設置されている（農林水産省

『総合農協統計表』平成9年）。しかし、多くの施

設では、個別農家の分散的な利用を前提としてい

るため、効率的な運営が困難になっている。たと

えば、全国農業協同組合連合会資料（平成8年：

カントリー・エレベータのみ）によると、 39道

県のうち平均稼働率80%未満が24県にも達する。

従来、稼働率の向上策は、稲の収穫・運搬作業

を組織化する方法を中心に検討されていたが、近

年ではそれらに加えて利用料金を工夫する方法、

すなわち差別料金制度が注目されている（農林水

産省 [27]、全国農業協同組合連合会 [38]、高

[18])。農家間の料金格差を決定するためには、

料金水準と稲作農家の利用行動の関係を明らかに

する必要がある。 1つに、農家類型（たとえば、

水稲作付面積階層）ごとに自家処理費用を計算し

て自家処理と施設利用が無差別になる臨界利用料

金を求め（高山ほか [32])、各類型に異なる利用

料金を設定する方法が考えられる。しかし、農家

の利用行動を規定する要因には、水稲作付面積な
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どの農家属性に加えて（塩谷・平泉 [29])、利用

料金や待ち時間、さらに受付時間帯などの施設利

用上のルールといった施設属性が含まれるため

（朽木 [20] 、合崎• 永木[2])、この方法では農

家属性と施設属性を同時に扱いながら、農家の利

用行動と利用料金水準の関係を検討することは困

難である。他方、乾燥サービス需要関数の推定を

試みている研究では、利用料金以外の施設属性が

考慮されていないことに加えて、料金パラメータ

が有意ではない、あるいは集計データに依拠して

いるため農家属性を計測に反映できていない問題

などがある（横溝 [37]、高 [18])。

そこで本稿は、個別農家データに基づいた選択

型コンジョイント分析により稲作農家の施設利用

行動を分析し、その結果から乾燥サービス需要の

料金弾力性を求めて差別料金制度の導入可能性に

ついて検討する。コンジョイント分析は、財・サー

ビスが有する複数の属性を記したカードなどを回

答者に提示し、それを評価してもらうことで財・

サービスの選択行動に対する各属性の影響を分析

する。また、回答者の属性と選択行動との関係も

考慮できるため、既存研究では困難であった施設

属性と農家属性が施設利用行動に及ぽす影響を同

時に分析できる。

以下、 IIでは、共乾施設の特徴を踏まえて、施
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設の利用農家が負担する費用を整理する。皿では、

事例地域および施設を概説した上で、アンケート

調査結果から実際の乾燥作業形態と稲作農家の特

徴を検討する。 Wでは、農家の利用行動分析にお

けるコンジョイント分析の役割を述べ、本稿のプ

ロファイルおよび計測モデルを説明する。 Vでは、

計測結果から施設および農家属性と稲作農家の利

用行動との関係を考察する。 VIは、以上のまとめ

である。

1I 共乾施設の特徴と利用者費用の分類

共乾施設を含めた農業共同利用施設は、クラブ

財と捉えられる（朽木 [20]、廣政 [15])。クラ

ブ財は、「構成員以外の人は容易に排除できるが、

その消費にあたって消費者間で部分的に競合する

財・サービス」であることから (Cornesand 

Sandler [ 8 ])、共乾施設の利用農家は施設利用

の対価である「支払費用」以外の費用も負担して

いる（朽木 [20] 、合崎• 永木[2])。

すなわち、第2の費用として「混雑費用」があ

る。共乾施設では、一部の良食味品種への作付特

化や兼業深化などを背景として混雑現象、具体的

には「特定日の荷受集中」、「荷受の短期集中化」、

「荷受口での待ち時間の発生」などが問題になっ

ている（平泉 [14])。本稿では利用農家の立場か

ら混雑を、「単位時間あたり荷受量が共乾施設の

単位時間あたり荷受能力を超過する状況にあり、

一定量の乾燥サービスを利用するために利用農家

が費やす費用（時間）が、そのサービスをほかの

農家がどれだけ利用しているかに依存する状況」

と定義する（宇沢 [33])。混雑現象により適期収

穫が困難になれば、収穫作業の遅れによる米の品

質低下が生じる可能性がある。また、待ち時間は、

ほかの生産活動や余暇に振り向けられる時間を短

縮させる。そこで、待ち時間による余暇やほかの

生産活動時間の減少分の貨幣評価額および米の品

質低下による損失額を「混雑費用」と定義する。

第3の費用は、「調整費用」である。一般に、

共乾施設は多数の稲作農家が短期間のうちに利用

するため、荷受開始・終了時刻（日）、受付品種

の限定、あるいは収穫・運搬作業形態の指定など

のルールが定められている。これらのルールは、

農協と利用農家との合意により定められるが、一

部の利用農家にとっては望ましい作業スケジュー

ルを組めない可能性がある。たとえば、組織的利

用を条件にすると、一部の利用農家は自己の都合

にあわせて収穫作業を計画することが困難になろ

う（高田 [31]、下村 [30])。そこで、施設利用

上のルールにより望ましい作業スケジュールを遂

行できないことで利用農家に生じる機会費用を

「調整費用」と定義する。

以上を整理すれば、共乾施設を利用する稲作農

家が負担する費用は、「支払費用」、「混雑費用」、

および「調整費用」である。これらの合計を「利

用者費用」、単位重量あたり利用者費用を「利用

者料金」と定義すれば、稲作農家は「利用料金

（支払費用）」ではなく「利用者料金（利用者費用）」

に埜づいて施設利用を決定していると考える。

皿 事例地域の概要

1 . 美瑛町稲作農業の特徴

事例施設は、北海道上川郡美瑛町に設置されて

いる美瑛町農協ライス・センター（以下、美瑛

RC) である。事例の選定条件は、つぎの 3点で

ある。

第1は、利用農家率が高く、利用農家数が多い

ことである。施設規模にも依存するが、利用農家

数が少なければ混雑現象は生じない。詳細は後段

で述べるが、選択型コンジョイント分析ではデー

タ収集にあたり一定の仮想状況のもとで回答者に

選択（意思決定）してもらうため、回答結果の信

頼性を保つためには仮想状況と実際の状況を近似
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させる必要がある。本稿では、混雑と農家の施設

利用行動との関係を分析するため、混雑の発生し

ていない施設では問題がある。 1995年農業セン

サスによれば、籾の乾燥作業を農協へ委託した稲

作農家の割合は、北海道全体で約 11%である]}。

他方、美瑛町の利用農家率は約 30%(約 90戸）

であり、北海道内でも上位に位置する。待ち時間

を含めた日中の所要時間（施設に到着後、受付を

済ませてから籾をホッパーに張り込み、施設を去

るまでの総時間）は、 20分から 30分程度であ

る2)0

第2は、生籾での受け入れを基本とすることで

ある。近年、北海道では、（半）乾籾あるいは玄

米の受け入れを中心とした施設の設置が増加して

いる 3)。乾籾や玄米での荷受が主流であれば、利

用農家は搬入時刻を比較的自由に調整できるため、

施設での混雑は発生しにくい。その点、美瑛RC

は原則として生籾を受け入れる施設である。

第3は、水稲作付面積の大きな農家が存在する

ことである。利用農家率が高い施設では、受益地

域の 1戸あたり水稲作付面積が小さいケースもあ

る。水稲作付面積は農家の利用行動を規定する要

因の 1つであるが、大規模化することで施設を部

分的に利用するケースも報告されている（塩谷・

平泉 [29])。JA美瑛資料によれば、平成 11年度

の水稲作付面積は約 l,lOOha、稲作農家数は 238

戸（平均水稲作付面積： 4.42ha/戸）、そのうち約

4割が5ha以上、最大作付面積は約 23haである。

また、施設の管理主任によれば、水稲作付面積の

大きい農家も美瑛RCを部分的に利用している。

さらに、水稲作付面積以外にも、労働力や機械設

備の所有状況、稲の収穫• 乾燥調製作業と競合す

る複合経営部門の有無などが利用行動に影響を与

えると考えられる。表 1に示すように、美瑛町の

稲作農家のうち 2割強が水稲中心であり、そのほ

かは野菜や畑作部門を有する稲作複合経営農家で

ある。水稲を中心とする農家の約半数は兼業農家

表1 経営形態別稲作農家数

経営形態
全体 専業・兼業割合

農家割合 専業 兼業

田専業 53 25.1 47.2 52.8 

田•野菜複合 83 39.3 97.6 2.4 

田・畑複合 75 35.5 98. 7 1.3 

合計 211 100.0 85.3 14.7 
出所）北海道上川支庁大雪地区農業改良普及センター
資料（平成10年）より作成。

注）単位は戸、％である。

であるが、稲作複合経営農家はほとんどが農業専

業であり、農家の利用行動と農家属性との関係も

分析できる。

2. 美瑛ライス・センターの設備概要

美瑛 RCは、第 1次構造改善事業により昭和

44年に設置・運用開始された。当初、米の乾燥

調製を中心としていたが、生産調整による転作作

物として小麦が導入される一方、畑作農家の小麦

作付面積の拡大を受けて、昭和 50年代前半から

本格的に米麦豆共用施設として運営されてきた。

平成 11年度の設備構成は、荷受部が6系列7ホッ

パー (190t/h)、乾燥機が12基 (453t)、貯留ビン

が66基 (4,272t)である。荷受実績は、米が2,6

68t、小麦が11,945t、大豆が173tである。

一部の設備を除いて施設は JA美瑛が所有して

実質的な作業を担っているが、運営方針などは

JA美瑛 (6名）、美瑛町役場 (2名）、および生

産者代表 (12名）から構成される運営協議会で

決定されている 4)。米の荷受期間は例年9月中旬

から 10月上旬5)、荷受時間は午前8時から午後

6時である。職員人件費や減価償却費などを含め

て施設運営に要した費用は施設収入により回収さ

れるため、利用料金は稼働終了後に作物別（豆類

のみ事前決定） ．含有水分率別（米のみ）に決定・

徴収されている。平成 11年度では米が 1,378円／

60kg、小麦が 1,159円/60kg、大豆が 1,200円/60k

gである。自主検定は、荷受口を指定するための
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図1 水稲作付面積階層別にみた乾燥作業形態

出所） JA美瑛資料（平成11年）および稲作農家ア

ンケート調査（平成11年9月）より作成。

注1) ほかに水稲作付面積を回答していない農家

（全量自家）が1戸存在する。

2)単位は、「Hll実績」および「回収」が戸、
ほかは当該階層に占める割合である。なお、各
割合はアンケート回収農家に対する値である。

受付段階と粗選機通過後の2回実施されている。

なお、収穫・運搬作業形態に関するルールは設定

されていない。

表2 乾燥作業形態と稲作農家の特徴

項 目 単位
乾燥作業形態l)

全体
利用部分非利用

農 家 数 戸 24 15 50 92 

水稲作付面 ha 3.2 5.9 5.3 4.8 

農 従 者数 人 2.3 2.2 2.4 2.4 

労働力不足かつ
34.8 46.7 38.8 38.9 

作業競合の農家2) ％ 

乾燥機容菫 石 ●● """"' 64.6 86.3 82.l 

1日収穫面積 ha 0.9 I.I 0.9 0.9 

水稲以外の
ha 14.9 11.7 7.6 10.3 

作物作付面迂

複合部門が

メインの農家3)
% 79.2 64.3 36.7 53.3 

出所）稲作農家アンケート調査（平成11年9月）より
作成。

注1)収穫量の全てを「RC乾燥」した農家が「利用」、
「一部RC乾燥」した農家が「部分」、全量自家乾
燥した農家が「非利用」である。ただし、「共同乾
燥 (1戸）」と「ほかの農家へ委託 (2戸）」してい
る農家は除く。
2)農業従事者数が2名以下であり、かつ稲の収穫・
乾燥調製作業と他作物との作業競合が生じている
と回答した農家の割合である。
3)水稲以外の作物作付面積が水稲作付面積を超過
している農家の割合である。

3 . 乾燥作業形態と稲作農家の特徴

分析に用いるデータは、平成 11年 9月下旬に

JA美瑛管内の稲作農家 238戸を対象としたアン

ケート調査により収集した6)。回収農家 92戸か

ら無回答農家などを除外した結果、有効回答は

61戸となった。施設利用行動に影響する農家属

性（経営特性）が説明変数の一部として用いられ

るため、事前に実際の施設利用行動（乾燥作業形

態）と農家属性との関係を整理する。

図1は、平成 11年度の水稲作付面積階層別農

家数と階層別の回答農家数および美瑛RCの利用

農家率を示す。全ての籾を美瑛RCで乾燥してい

る農家（全量RC) の割合は、水稲作付面積が大

きくなるほど低下している。ただし、自家乾燥と

美瑛RCを併用している農家（部分RC) の割合

は、「7---9 ha」階層で低下しているのを除けば、

大規模層でも一定の割合が保たれている点が注目

される。

表2は、乾燥作業形態と農家属性の関係を示す。

利用農家の水稲作付面積が最も小さく、最も大き

なグループが部分利用農家である。農業従事者数

はいずれも約2名であるが、農業従事者数が2名

以下かつ稲の収穫作業との競合部門がある農家割

合は部分利用農家で高い。乾燥機容量を比べると、

部分利用農家が非利用農家を下回る。施設の管理

主任によれば、水稲作付面積が拡大しても乾燥機

を増設せずに自家乾燥できない籾は美瑛RCへ委

託する農家も存在する。さらに、水稲以外の作物

作付面積は利用農家が最も大きく、ついで部分利
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用農家、非利用農家となっている。同様な傾向は、

水稲以外の作物作付面積が水稲作付面積を超過し

ている農家の割合でもみられる i)。

以上から乾燥作業形態と農家属性の関係を整理

すると、①水稲作付面積が小さいためにコスト面

から自家乾燥が見合わない農家、②水稲作付面積

は大きいが、その規模に適した乾燥設備や労働力

を経営内で確保できない農家、③経営全体として

非稲作部門に重点を置いている農家、が美瑛RC

を利用していると考える 8)。

注1)農協へ委託した農家が存在する市町村のみを対

象とした値である。

注2)美瑛RCでの混雑の特徴は、合崎[1 Jを参照。

注3)ホクレン資料によれば、平成8年度から平成 10

年度までに設置された 13施設のうち、生籾を受

け入れているのは6施設である。

注4)平成 11年度に増設された設備が美瑛町所有であ

るため、同役場が運営協議会に参加している。

注5)小麦の荷受期間は 7月下旬から 8月下旬であり、

米の荷受期間とは競合しない。

注6)調査票は無記名としたが、 Mangione[24]に準

じて、調査票の返送と同時に調査票提出確認用

ハガキを別途返送してもらう方法を採用した。

これにより匿名性を保ったまま、非提出者のみ

に督促状を送付できる。なお、美瑛町では稲作

複合経営農家が多く、回答期間中はバレイショ

の収穫期などでもあったため、郵送してから約

3週間後に 1回目、 1ヶ月半後に 2回目の督促

状を郵送した。

注7)施設までの距離が長くなると利用農家数が減少

するケースが報告されている（農林水産省九州

農業試験場農業経営部 [28])。本事例では、「利

用」農家の施設までの平均距離は 8.4km、同じ

く「部分」では 9.2km、「非利用」では 8.3kmで

あり、乾燥作業形態による大きな格差は確認さ

れなかった。なお、施設までの距離は、各農家

が属する集落から美瑛RCまでの最短経路であ

り、国土地理院発行の5万分の 1の地形図（「美

瑛」および「志比内」）からプラニメータ（地図

上の距離を測る器具）を用いて測定した。

注8)なお、美瑛町では小麦を栽培している稲作農家

も存在するが、短期間で収穫しなければならな

いため、基本的に小麦の収穫作業は共同化され、

乾燥作業は美瑛RCが担当している。実際、乾

燥機の所有農家69戸のうち、小麦を自家乾燥し

ていた農家は 5戸であった。

N 分析手法

1 . 選択型コンジョイント分析

稲作農家の施設利用行動を分析する手法として、

コンジョイント分析の 1類型である選択型コンジョ

イント分析 (Choice-BasedConjoint Analysis) を

用いる。コンジョイント分析は、意思決定に影響

する多数の属性の組み合わせに対して回答者がど

のように反応するか、その反応結果に基づいて各

属性の効用を推定する一連の技法であり

(Louviere [23])、プロファイルと呼ばれる財・

サービスの属性（特徴）を記したカードなどを回

答者に提示し、それを評価してもらうことで各属

性効用を計測する。選択型コンジョイント分析は

従来のコンジョイント分析とは異なり、複数の選

択肢から最も好ましいものを選択してもらう質問

形式（評価方法）を採用し、各個人の回答結果を

プールして離散選択モデルで推定するため、①離

散選択モデルの推定を可能とする実験設計、②実

験から得られたデータによるパラメータの推定、

③モデル特定化の検定、という独自の分析プロセ

スが存在する (Batselland Louviere [ 6 ]、 Carson

et al. [ 7])。

ところで、選択型コンジョイント分析は、表明

選好法 (StatedPreference Method) に分類される。

表明選好法は、調査主体により設定された仮想状
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況を回答者に想像してもらい、そこでおこなうで

あろう選択行動を回答してもらうことでデータを

収集し、選好に影響する要因を分析する手法の総

称である。口頭で述べられた選好データに依拠す

るため表明選好法と呼ばれる。他方、従来の農家

行動分析は、実際の個人の選択結果をデータとし

て個人の選好を規定している要因を明らかにする

顕示選好法 (RevealedPreference Method) が主

流である。したがって、表明選好法による農家行

動分析に対しては、仮想状況が現実のものとなっ

たときに回答したように行動するか、あるいは表

明選好法の結果から予測した行動が現実の行動を

再現できるかという点で疑念がもたれよう。しか

し、本稿の課題を顕示選好法で分析するためには、

利用料金以外の施設属性を分析可能な精度で収集

しなければならない。個別農家を分析単位とする

ためには、農家によって利用料金や待ち時間など

の施設属性の値が異なる必要があるためである。

この条件を満たすためには複数施設の受益地域を

対象とすればよい。しかし、各農家について精度

の高い待ち時間データを得るためには、全ての施

設で各農家が実際にどの程度の待ち時間に直面し

ているかを実測調査する必要があり、調査に要す

る費用の点から分析の実行可能性が大きく制限さ

れる。この点で表明選好法は、施設属性およびそ

の値（水準）を分析主体が自由に設定できるため、

データは比較的容易に収集できる。他方、表明選

好法から得られた結果は実際の行動と一致しない

という再現性の問題に対しては、表明選好法によ

る計測結果を顕示選好データで修正する方法が考

案されている。

以上のように、表明選好法は顕示選好法の欠点

であるデータ収集の困難性を緩和するが再現性の

問題を有する一方、顕示選好法は再現性の問題を

回避できても分析対象によってはデータ収集が困

難になるように、表明選好法の欠点（利点）が顕

示選好法の利点（欠点）であり、両手法（データ）

を統合することでより精度の高い分析が可能とな

る。したがって、農家行動分析でも顕示選好デー

タの収集が困難な対象を分析するときには、コン

ジョイント分析を含めた表明選好法の有用性は高

いと考える 9)、10)0 

2. 実験設計

選択型コンジョイント分析のための実験設計

は11)、分析対象とする財・サービスの個人による

選択行動がおこなわれる状況の仮定（選択状況の

設定）とプロファイルの作成に大別できる。本稿

では、施設の運営方法の変更が提案され、最も利

用したいと考える計画案を選択する状況を設定し

た。施設属性は利用者費用の分類に応じて、表3

表3 属性および水準

く所要時間＞

施設に到着後、籾を荷下して施設を去る
までの平均時間。ただし、荷受量の多い期
間（荷受開始の1週間後から2週間目ごろま

での期間）の午後12時から受付終了1時間前

までの時間帯における平均所要時間である
(30分、 90分、 150分）。

く受付終了時刻＞

籾の受付を終える時刻。ただし、受付開
始時刻は午前8時とする（午後4時、午後6

時、午後8時）。

く利用料金＞

事前に定められた生籾60kgあたりの料
金。ただし、籾の含有水分率にはかかわら
ず一律とする (900円、 1,000円、 1,100円、

1,200円）。

注）カッコ内は、設定した水準である。

に示す3属性とした。利用者費用のうち支払費用

を表す変数（属性）が「利用料金」であり、混雑

費用と調整費用の一部を規定する施設属性が、そ

れぞれ「所要時間」と「受付終了時刻」である。

混雑の程度により変化する待ち時間などを含めた

所要時間が長くなると混雑費用は高くなり、受付

終了時刻を早めるというルールの変更により調整
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ライスセンターの運営方法を変更する案として、つぎの2つが示されたとします。あなたは、
どちらの案であれば施設を利用したいと思いますか。最も利用したいと思う計画案を選んで

「1」から「3」のうちlつにO印を付けて下さい。

1 2 3 

第1の計画案では、 第2の計画案では、

所要時間は 90分 所要時間は 30分 どちらの計画案でも

受付終了時刻は午後4時 受付終了時刻は午後8時 利用したいと思わない。

利用料金は 900円 利用料金は 1,100円

となります。 となります。

図2 選択型コンジョイント分析のプロファイルの1例

表4 各プロファイルの属性水準の組み合わせ

計画案l 計画案2
Profile 

T cs F T cs F 
1 150 8 1,100 30 4 1,200 

2 90 8 1,100 150 6 1,000 

3 90 6 1,200 150 4 1,000 

4 90 4 900 30 8 1,100 

5 150 8 1,200 90 6 1,100 

6 30 6 1,200 150 4 1,000 

7 30 6 1,200 90 4 1,100 

8 150 6 1,100 90 8 1,200 ， 90 6 1,000 150 8 900 
10 150 6 900 30 4 1,000 

11 30 4 1,100 150 8 1,200 

12 90 8 1,000 30 4 900 

注）各記号は、 Tが待ち時間、csが受付終了時刻、
Fが利用料金を表す。

表5

配 布

回収

有効回答

各セットの有効回答数

プロファイルのセット

1 2 3 

80 79 79 

33.6 33.2 33.2 

合計

238 

100 

29 29 34 92 

31.5 31.5 37.0 100 

17 21 23 61 

27.9 34.4 37.7 100 

注1)単位は、上段が実数（通）、下段が割合（％）
である。

2) 1つのセットは4種類のプロファイルから構
成されており、第1セットが表4のプロファイル
lから4、同じく第2セットが5から8、第3セット
が9から12である。

費用は高くなると考える。施設属性のうち利用料

金の定義だけは、若干の説明を要する。実際の利

用料金は、稼動期間の終了後、施設の収支が均衡

するように籾の含有水分率別に決定・徴収されて

いる。しかし、事後的に利用料金が決定されると

仮定すると、どのような費用負担方法を設定する

かによって料金水準が変化するため、ルールを詳

細に説明する必要がある。また、含有水分率によ

り異なる利用料金体系を設定すると、含有水分率

と料金格差に関する情報を提示する必要がある。

ほかのタイプと比較して回答者の負担が少ないと

いわれている選択型コンジョイント分析であるが、

仮想的な状況で同じ質問を繰り返す必要があるた

め、多くの情報を正確に理解してもらうには負担

が大きい。また、過去の平均含有水分率での利用

料金に大きな変動はなかったため、含有水分率に

拘わらず一律な事前に定められた利用料金と定義

し、平均利用料金を含めた水準値のレンジを設定

した12:0 

これらの属性水準を用いてプロファイルを作成

することになるが、本稿では Huberらによるか

errorを評価尺度とした方法を採用し、図2に例

示するプロファイルを作成した。今回用いたプロ

ファイルは、 1つにつき各属性水準の組み合わせ

が異なる 2つの計画案と「どちらの計画案でも利

用したいと思わない」の計3つの選択肢から構成

される。最終的に、表4に示す各属性水準の組み

合わせが異なる 12種類のプロファイルを作成し
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施設利用の決定
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図3 施設利用に関する意思決定プロセス

説明変数

表6 計測に用いた説明変数

定義

く施設属性変数＞

F PLANr 計画案 (r=1,2)の利用料金（円／生籾60kg)

T PLANr 計画案 (r=1,2)の所要時間（分）

CSPLANr計画案 (r=1,2)の受付終了時刻 (24時間表示）

く農家属性変数＞

A 水稲作付面積 (IOa)

DD 乾燥機所有ダミー変数（所有=I、非所有=O)

DM 主作物ダミー変数（「水稲作付面積く他作物作付面積」＝）、その他=O)

DA 水稲作付面積ダミー変数 (6ha以上=I、6ha未満=O)

凡 農業従事者数ダミー変数 (2名以下=1、3名以上=O)

DcF 農作業競合ダミー変数（競合あり=I、競合なし=O)

た13)。回答者には、 1つのプロファイルにつき選

択肢を 1つ選択してもらったが、回答者の負担を

軽減するため 12種類のプロファイルを 4種類 l

セットとする 3組に分割し、 1戸あたりのプロファ

イル（回答）数を 4つとした (Adamowiczet al. 

[ 3])。 1つのプロファイルから選択肢を 1つ選

択することで1サンプルとカウントされるため、

1戸あたり 4サンプル、有効回答が61戸である

ことから、合計で 244(= 4サンプル／戸X61戸）

サンプルとなった。なお、表5に各セットの有効

回答数を示す。

3 . Nested Logitモデルによる計測モデルの定

式化

選択型コンジョイント分析では、「選択」とい

う離散データを分析することから離散選択モデル

(Discrete Choice Model) を用いる 14)。いずれの

タイプの離散選択モデルを用いるかは、対象とす

る選択行動の意思決定プロセス（選択プロセス）

および選択肢の類似性に依存する。 3つの選択肢

のうち、「計画案 l」および「計画案2」の類似

性は高いが、それらと比べて「利用しない」が異

質な選択肢である。また、図3に示すように稲作

農家の意思決定プロセスは、「利用する」か「利

用しない」か (Level2)、「利用する」とすれば

「計画案 1」と「計画案2」のどちらが好ましい

か (Level l) の2段階であると考え、 Nested

Logit (以下、 NL)モデルにより計測モデルを定

式化した。

表 6は、計測に用いた説明変数を示す。各

Levelの効用関数を線形と仮定し、 IIIで示された

実際の乾燥作業形態と農家属性の関係を踏まえ、

-38-



いくつかの組み合わせを検討した結果、最終的に

以下のように設定した。

VPLANrjUSE =/JF・FPLANr +/Jr・TPLANr +/Jes -CSPLANr (l) 

VusE = Aus£ ・I u s£(2)  

2 

fusE = In }:expVPLANrlVSE (3) 
r=I 

v NON = /J A・A + /JD・DD + /J M・D M + /J CF・DA・D l・D CF (4) 

ただし、 松'LANrlUSEは計画案 r(Fl, 2) の効用、

VusEは利用時の効用、 fusEは InclusiveValue、 VNoN 

は非利用時の効用、各Bと入 USEはパラメータで

ある。「利用しない」には LevelIが存在しない

ため、 VNONINONは0と設定した15)。なお、計測モ

デルの設定からパラメータの符号と利用確率の関

係は、施設属性ではプラス（マイナス）の変数が

利用確率を高（低）める。逆に、農家属性ではプ

ラス（マイナス）の変数が利用確率を低（高）め

ることに注意を要する。

注9)農家行動（評価）にコンジョイント分析を適用

した研究には、 Louviere[22] (農薬の選択）、

Van der Meulen et al. [34] (作付方法の決定）、

Baidu-Forson et al. [ 4 ] (豆の品種選択）、 Baidu-

Forson et al. [ 5 ] (豆作付行動の社会経済的・

技術的要因）、 VanSchaik et al. [35] (牛舎への

病原菌の進入経路）、および栗原・丸山 [21]

（認定農業者の支援策）などがある。

注10)表明選好法と顕示選好法の関係については、森

JI! [25] を参照。

注11) コンジョイント分析での「実験」の用法につい

て若干の説明を加える。コンジョイント分析で

は、回答者（被験者）がある仮想状況のもとで

提示されたプロファイルを評価することで分析

に必要なデータを収集する。「仮想状況」と「プ

ロファイル（属性水準の組み合わせ）」を調査主

体（実験者）が自由に設定でき、あたかも自然

科学分野の実験のように回答者によるプロファ

イルの評価という意思決定を調査主体の管理下

における。そのため、「実験」という用語が用い

られ、選択型コンジョイント分析を「選択実験

(Choice Experiment)」や「実験的選択分析

(Experimental Analysis of Choice)」とも称する。

なお、データの収集方法は、調査主体が回答者

と面接する方法やアンケートのように調査票を

配布して回答者が自ら記入する方法などがある。

注12)実際の利用料金は玄米ベースで算定されるが生

籾ベースとしたのは、歩留まり率が等しければ、

生籾ベースで同じ重量でも含有水分率が高い生

籾ほど玄米ベースの利用料金は高くなり、実際

の利用料金体系と同様な傾向をもつ料金格差が

生じるためである。なお、過去の平均利用料金

を生籾ベースに変換すると、 900円台から 1,000

円前後となる。

注13) プロファイルの作成方法およびD-errorについ

て若干の説明を加える。プロファイル作成の基

本は実験計画法である。実験計画法とは、実験

結果の客観性を保つには、どのような計画の下

に実験をおこない、どのような方法で解析すれ

ばよいかを明らかにする統計学の一分野である

（中村 [26])。最も基本的なプロファイルの作成

は、実験計画法の直交配列表に各属性水準を対

応させる方法（直交法）であり、各属性が相関

関係を持たない（直交性： Orthogonality) ように

プロファイルを作成できる（鷲田 [36])。しか

し、 Huberらはプロファイルの作成にあたって直

交性以外にも考慮しなければならない基準とし

て、水準バランス (LevelBalance : 各属性の水

準がそれぞれ等しい頻度で出現すること）、最小

重複 (MinimalOverlap : 1つのプロファイルに

同じ水準が出現する確率を最小にすること）、お

よび効用バランス (UtilityBalance : 選択肢の効

用が等しいこと）を挙げ、これらの 4基準にも

とづいて最適なプロファイルを作成するために、
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以下に示す D-errorを最小化する方法を考案した

(Huber and Zwerina [16]、Zwerinaet al. [ 40]、

Zwerina [39])。

D-error= det(I)l/x 

ただし、 iは各属性のパラメータの共分散行列、

Kはパラメータ数である。こを求めるためには、

提示される全プロファイルの属性水準の組み合

わせと各属性のパラメータが必要である。しか

し、プロファイルを作成する時点ではパラメー

タは未知であるため、予備調査から得られたデー

タに基づいて推定されたパラメータ（事前情報）

を代入する。ついで、全プロファイルの属性水

準をこに代入することでD-errorが得られる。実

際に最適なプロファイルを求めるためには、実

験計画法により初期プロファイル集合を作成し、

その中からランダムに選択した全プロファイル

の属性水準を 2に代入してD-errorを求める。そ

して、 D-errorが最小となるプロファイルを最適

解とする。本稿では、表4全体が最適な属性水

準の組み合わせに該当し、 D-errorの計算には

Zwerina et al. [ 40]のAppendixに掲載されてい

るSASプログラムを用いた。事前調査では離散

選択モデルが推定可能なサンプル数を確保でき

なかったため、 D-errorを求めるための事前情報

には、仮説から考えられる符号条件を踏まえた

仮のパラメータを設定した。所要時間を例とす

れば、所要時間が長くなるほど利用農家の効用

は低下すると考えるため、水準が高いほど低く

評価するように第 1水準 (30分）のパラメータ

を1、同じく第2水準 (90分）では 0、第3水

準 (150分）では-1と設定した。同様に、ほか

の属性もパラメータを合計すると 0になるよう

に設定した。詳細は、 Huberand Zwerina [16]、

Zwerina et al. [ 40]、およびZwerina[39]を参

照されたい。

注 14) 離散選択モデルについては、 Hensher and 

Johnson [ 13]およびGreene[10]を参照されたい。

注 15)Level 1には選択対象である施設属性変数を割

り当てており、 2つの選択肢の効用 (Vi>uN4UsE) 

は共通のパラメータをもつため、パラメータの

添字は「PLANi:Jが付与されていない。 Level2 

では、 VusEと v、,ONのいずれか一方を選択する形

式になっており、 VvoNに農家属性変数を、 VusE

にInclusiveValueを割り付けている。パラメー

タ，5CFが付されている変数 DA・DL・DCFは、 3つ

のダミー変数 (DA、DL、およびDCF)が全て「l」

となる特徴をもつ稲作農家を表すために、各ダ

ミー変数の積の形式となっている。 NLモデルお

よびその変数とパラメータの設定方法について

は、 Greene[9]、Greene[10]、原田 [11]、お

よび原田 [12]を参照されたい。

V 結果と考察

1 . 選択型コンジョイント分析による計測結果

表 7に、計測結果を示す16)。いずれのパラメー

表7 計測結果

パラメータ 推定値 t —値I)

{3 F -0.00618 -3.419 

{3 T -0.01959 -4.865 

f3 cs 0.62660 4.967 

恥 0.02148 3.117 

BD 1.75277 4.066 

{3M -0.79334 -2.504 

/3 CF -2.51451 -4.403 

入USE 0.54664 
2.983 

2.474 

Samples 244 

L(/3) -206.929 

L(O) -266.169 
2 

0.223 p 

adj-p 
2 0.210 

注l) A USE のI—値は，上段が帰無仮説を0、下段

が1としたときの値である。
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タも t-値は高く、 1%もしくは 5%水準で帰無仮

説は棄却される。離散選択モデルの適合度を表す

修正 p2 (adj-pりの値ば71、良好なフィットと

判断される 0.2を超えており、全体としても許容

できる結果が得られている。 InclusiveValueのパ

ラメータ（入 USE) について、 0およびlをそれ

ぞれ帰無仮説とする t—検定の結果、いずれも有

意な差が認められるため、 NLモデルによる定式

化が適切であると判断できる !8)。

施設属性変数は、いずれも予想される符号条件

を満たしている。利用料金のパラメータ (/fF) 

の符号はマイナスであり、利用料金が高くなるほ

どコスト面での施設利用の優位性が低くなるため、

利用確率も低下することを示す。所要時間のパラ

メータ（印）の符号もマイナスである。施設に

到着してから荷下作業を終えて施設を去るまでの

時間が長くなれば、収穫作業に支障をきたす可能

性が高まる。あるいは、ほかの生産活動や余暇活

動に割り当てられる時間を短縮することになるの

で、所要時間が長くなるほど利用確率が低下する。

受付終了時刻のパラメータ ((3cs)の符号はプラ

スであり、受付終了時刻が遅くなるほど施設利用

の利便性が向上し、利用確率が高まることを示す。

所要時間と受付終了時刻は、どちらも 1日の収

穫可能時間を制約する要因である。受付開始時刻

を一定と仮定しているため、受付終了時刻を早め

れば収穫可能時間は直接短縮される。他方、所要

時間の延長も収穫可能時間を短縮させるが、収穫

作業と運搬作業を 2名以上で分業化していれば、

収穫可能時間の短縮時間は所要時間よりも短くな

る。したがって、収穫可能時間に対する影響は、

受付終了時刻の短縮よりも所要時間の延長が小さ

い、あるいは最大でも同等である。

しかし、両変数のパラメータを比較すると利用

確率に与える影響、すなわち「時間」に対する評

価は逆転している。所要時間と受付終了時刻のパ

ラメータを比較するため、所要時間のパラメータ

を「分」単位から「時間」単位に変換し、所要時

間の受付終了時刻に対する限界代替率を求めると

0.533 (95%信頼区間： 0.413, 0.691) である19) 0 

所要時間の 1時間延長は、受付終了時刻を約 1.88

時間早めることに相当し、所要時間に起因する収

穫可能時間の短縮時間をより高く評価している。

「時間」の他用途への転用可能性という点で大き

な違いが存在するためである。所要時間、すなわ

ち荷下作業を含めた各種作業時間と待ち時間のあ

いだ、農家はほかの作業に取り組むことが困難に

なる。 1名で収穫作業と運搬作業をおこなってい

る農家ではほぽ不可能であるが、 2名以上で両作

業を分業化している農家であれば並行して進める

ことも可能である。しかし、コンバインのグレン・

タンクが満杯になるまでに運搬車両が圃場に戻る

ことができなければ、収穫作業を一時中断しなけ

ればならない。いずれにしても、所要時間は「時

間」という希少資源を浪費することにつながる。

他方、受付終了時刻が早まることで収穫可能時間

が短縮しても、それによって生じた時間を余暇や

ほかの生産活動に振り向けられる。美瑛町では稲

作複合経営農家が多く、稲の収穫作業と並行して、

あるいは早朝や夕方以降に複合部門の作業に取り

組んでいるため、受付終了時刻が早まることで収

穫可能時間が短縮しても、その時間を複合部門の

作業に割り当てるであろう。同じ収穫可能時間の

短縮であっても、それにより生じた時間を有効利

用できるか否かという点で大きく異なるため、実

質的な「時間」の損失が大きい所要時間をより

く評価していると考える。

さらに、所要時間および受付終了時刻と利用料

金との関係をみるために、それぞれの限界支払意

思額（利用料金の所要時間および受付終了時刻に

対する限界代替率）を求めた結果を表8に示す。

この結果を踏まえれば、利用料金を 190円引き上

げることで所要時間を 1時間以上短縮させる設備

の増強計画を立案できれば、平均的な稲作農家は
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表8 1時間あたり限界支払意思額

属性 限界支払意思額

所要時間

受付終了時刻

190円160kg

101円160kg

[133, 335] 

[ 77, 166] 

注）カッコ内は、 Krinskyand Robb [ 19]のモンテカ
ルロ・シミュレーションにより推定した95%信頼

区間である。

当該計画を受け入れると考えられる。同様に、

101円の引き上げで受付終了時刻を 1時間以上遅

らせる計画であれば賛同を得られるであろう 20) 0 

つぎに、農家属性変数をみると、水稲作付面積

のパラメータ（か）の符号はプラスである。水

稲作付面積が大きくなるほど平均自家処理費用が

低下するため、利用しない傾向が強まることを示

す。乾燥機所有の有無をあらわすダミー変数のパ

ラメータ（釦）の符号はプラスであり、乾燥機

を所有していれば自家乾燥を前提とするので非利

用確率が高まる。水稲以外の作物作付面積が水稲

作付面積を超過している農家を表すダミー変数の

パラメータ (/3りの符号はマイナスである。経

営全体として非稲作部門を重視している稲作農家

では、労働力を非稲作部門に振り向けられるよう

2. 集計顕示選好データによる計測結果の修正と

利用確率の料金弾力性

表明選好データを利用している選択型コンジョ

イント分析では、回答時におけるバイアスにより

再現性が低くなる可能性がある。計測結果から利

用確率の料金弾力性を求める前に、集計顕示選好

データにより計測結果を修正する。

計測モデルを式 (1)から (4)で定式化したが、

利用行動を予測する際には農家の取りうる行動は

「利用する」と「利用しない」の 2つとなる。こ

れらを選択集合とする BinaryLogit (以下、 BL)

モデルとして再定式化する。 NLモデルでは、

「利用する」とき (Level l) の2つの選択肢が

共通の施設属性変数をもち（式 (1))、それらの

効用がInclusiveValueを通じてLevel2に組み込

まれていたこと（式 (2) および (3)) に注意す

れば、 BLモデルでの利用確率 (Pus£) は、次式

のように示される。

p USE ＝ 
expV~sE 

expv;sE +expVNoN 
(5) 

に乾燥作業を施設へ委託する傾向が強いと理解さ ただし、

れる。さらに、パラメータ (3CFはマイナスであり、

水稲作付面積が6ha以上で農業従事者数が2名

以下、かつ他部門との作業競合が生じている農家

では、施設を利用する傾向が強いことを示す。全

ての籾を自家乾燥した上で、他部門の作業も同時

におこなうだけの労働力を確保できない大規模農

家では、経営内部の資源制約を緩和するために乾

燥作業を RCへ委託する傾向が強まると考える。

このように農家属性変数の各パラメータは、 m

で示された実際の乾燥作業形態と稲作農家の特徴

との関係を反映している。表明選好データを用い

た選択型コンジョイント分析であっても、実際の

選択状況での農家の意思決定要因を捉えられるこ

とを示唆する21)。

V函=Aus£ ・(JJ F・F +佑・T+ fl cs・CS) (6) 

である22)。

他方、 BLモデルを集計顕示選好データで修正

する方法として定数項の追加•修正法を採用すれ

ば、 VNoNに追加される定数項 (/3CONST) は、次式

で表される（兵藤 [17])。

Pam汀＝凡:,,平~oN-In(三） (7) 
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ただし、 V属とVNoNは各変数に平均値を代入した

ときの効用水準、 Sus£ とSNoNは利用農家と非利用

農家の構成比率を表す。

さらに、式 (5) から利用料金の変化率に対す

る利用確率の変化率、すなわち利用確率の料金弾

力性 (e) を求めれば、

F oPusE e= ... -.............. ●''''''""'"' 
pし'SE oF (8) 

= Aus£ ・/3 F・F・(1 -Pus£) 

となり、弾力性は InclusiveValueのパラメータ

（入 USE)、利用料金のパラメータ (/3F)、利用料金

(F)、および 1から利用確率 (Pus£) を引いた値

の積として求められる。利用料金と利用確率を含

むことから、弾力性は施設および農家属性変数の

水準により変化する。

表9 集計顕示選好データによる再現性の改善

修正前 修正後

的中率(%) 67.2 73.8 

注）的中率は、農家1戸ごとに求めた利用確率が0.5

以上であれば「利用農家」、 0.5未満であれば「非利

用農家」としたときに、実際の施設利用行動と一
致した農家の割合である。

表 9は、計測結果の修正前後での再現性を示

す23)。再現性の指標として用いる的中率は、計測

結果から農家ごとに求めた利用確率が0.5以上で

あれば「利用農家」、 0.5未満であれば「非利用農

家」としたときに、実際の施設利用行動と一致し

た農家の割合である24)。修正前の的中率は67.2%

であるが、計測結果の修正により的中率は73.8%

と6.6ポイント改善された。

図4は、修正後の計測モデルにもとづいて「水

稲作付面積 (A)」と「乾燥機所有の有無 (DA)」

を変化させたときの弾力性の推移を示す25)。相対

的に小規模層ほど弾力性の絶対値が小さい。小規

弾力性
0.0 

~3.0 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 

水稲作付面積(ha)

＿乾燥機あり • 乾燥機なし

図4 利用確率の料金弾力性

注）修正後の計測結果から求めた値である。

模層ほどコスト面で施設利用の優位性が高く、多

少の利用料金の上昇に直面しても施設利用を維持

するためである。また、乾燥機の有無が大きな影

響を及ぽしている。非弾力的であるほど利用料金

の引き上げに対する需要量の減少が小さくなる一

方、非弾力的な利用農家が多いほど弾力的な農家

の利用料金を引き下げられることから、差別料金

制度による荷受量の増大効果を高めるためには、

同制度の導入と合わせて農家が所有する乾燥機を

処分するようなインセンティブを与える取り組み、

たとえば、処分に対する金銭面でのサポートや中

古乾燥機の取引仲介などが求められる26)0 
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16)計測には、 LIMDEPVer. 7のNLOGITプロシ

ジャー（完全情報最尤推定法）を用いた。

17)修正p2は、回帰分析での自由度修正済み決定係

数に相当する離散選択モデルの適合度を表す指

標の 1つであり、次式により求める (Hensher

and Johnson [ 13])。ただし、 L(/3)は最大対数

叫むjn-1)-K 
adj・ が=1-

L(O応(J"-1) 
n=I 

尤度、 L(O)は全てのパラメータが0のときの対



数尤度、 nは個人（サンプル）、 J.は個人 nの選

択肢数、 Kはパラメータ数である。

注 18) パラメータ入 USE に関する t—検定の結果により、

計測モデルを ConditionalLogitモデル (1と有

意差なしのケース）や InclusiveValueを含まな

いモデル (0と有意差なしのケース）で再定式

化、あるいは NLモデルの前提となる図 3に示

した意思決定プロセスを再検討する。詳細は、

原田 [12] を参照されたい。

注 19)所要時間の受付終了時刻に対する限界代替率

(MRS) は、

MRS= 
av ar 
,,_, __ ,.',_ 
acs av 

誓

である。ただし、受付終了時刻と所要時間の単

位を「時間」に一致させるため、／％に 60を乗

じている。信頼区間は、 Krinskyand Robb [19] 

のモンテカルロ・シミュレーション法にもとづき

TSP Ver. 4.4で作成したプログラムから求めた。

注20)近年、 1次乾燥を個別農家や集落などでまとまっ

た組織でおこない、共乾施設では 2次乾燥以降

の作業（仕上げ工程）を担当する地域連携シス

テムの形成が模索されている。本稿のモデルは、

共乾施設の「利用」と「非利用（自家乾燥）」の

2つの乾燥作業形態を前提とするため、地域連

携システムを直接に評価することはできないが、

収穫・運搬作業とそれに関連する混雑費用に論

点を限定すれば、 1次乾燥から共乾施設へ委託

する方法（以下、集中処理システム）に比べて、

地域連携システムは利用農家が負担する混雑費

用の軽減効果が期待される。すなわち、収穫直

後の生籾を施設へ搬入する集中処理システムで

は、籾の含有水分率が高く、収穫後の数時間以

内に籾を施設へ搬入しなければ品質事故が発生

する可能性が高くなる。そのため、収穫した籾

を夕方などに 1度で運搬することはできず、 1 

日のうちに数回にわけて運搬することになり混

雑費用の負担額が多くなる。他方、地域連携シ

ステムでは施設へ運搬する籾は 1次乾燥後であ

るため、施設の受付時間帯という制限はあるも

のの農家は籾の搬入時間を比較的自由に調整で

きよう。また、 1度により多くの籾を運搬する

ことも可能となり、総運搬回数を減らすことも

できよう。そのため、利用農家は経営全体の作

業スケジュールを勘案しながら、混雑費用を低

下させるように運搬作業をおこなえると考えら

れる。

注21)実際の意思決定プロセスと表明された意思決定

プロセスが同じであると主張するものではない。

森川 [25] は、選好（効用）を規定する「要因」

は共通であっても、それが「表明されるプロセ

ス」と「顕在化するプロセス」は異なると述べ

ている。両プロセスの相違点を明らかにするた

めには、意思決定プロセスをより詳細に説明す

るモデルに基づいた研究が必要である。この点

に関する農家行動分析については、今後の課題

としたい。

注22)NLモデルによる計測モデルとは異なり利用す

るときの選択肢が 1つであるため、各変数の添

字から「PLANr」が削除されている。

注23)修正にあたり各変数をつぎのように設定した。

施設属性変数のうち利用料金 (F) は平成 11年

の平均利用料金を生籾ベースに変換した値 (943

円）、受付終了時刻 (cs)は実際の時刻 (18時）、

所要時間 (T) は平成 11年の稼動期間中に実施

した所要時間の実測調査から得られたピーク期

間 (9月13日から 18日）の 12時台から 16時

台に施設に到着した車両の平均所要時間 (23.6

分）を用いた。農家属性変数にはサンプル農家

の平均値を用いたことから、水稲作付面積 (A)

を49.6(10a)、乾燥機所有ダミー変数 (DA)を0.

7869、主作物ダミー変数 (Dりを 0.6066、作業
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競合などの複合ダミー変数 (DA• DL . DCF) を

0.1475と設定した。利用農家と非利用農家の構

成比率 (Sus£およびSvoN) はJA美瑛資料から求

めた平成 11年の実績値を用いて、それぞれ0.48

74、0.5126と設定した。以上の設定から求めら

れた和ONSTの値は、 1.18442である。なお、所要

時間の算定基礎となった実測調査については、

合崎[1 Jを参照。

注24)実際の施設利用行動（乾燥作業形態）で部分的

に美瑛 RCを利用していると回答した農家は

「利用農家」に分類している。

注25)ほかの属性変数のうち施設属性変数は、集計顕

示選好データによる修正で設定した値と同じで

ある。農家属性変数については、主作物は水稲

(DM= 0)であり、労働力不足や作業競合は生じ

ない (DL=DCF=0) と設定した。

注26)個人所有の乾燥機の実質的な耐用年数は20年近

くになるケースもあるため、中古機として売却

しようとしても買い手が見つからないことや、

乾燥機を分解する費用を賄えないほど低額で売

却することもある。また、共乾施設の受益範囲

が市町村全域となれば、所有している乾燥機を

処分したいと考える農家数が購入を希望する農

家数を上回ることになり、域内だけでは需給の

ミス・マッチが生じやすい。そのため、個人の

努力だけで中古乾燥機を処分することは困難で

あり、農協などによる中古機の取引仲介や金銭

面でのサポートが必要となる。たとえば、施設

の稼働率が全国的にも高い山形県庄内地域の事

例では、農協が個人所有の中古乾燥機を売却する

ために手数料を低く抑えて域外まで売却先を求め

るなど、積極的なサポート体制を整備していた。

VI おわりに

本稿は、共乾施設の稼働率を向上させる手段と

して、従来の組織的方法に加えて注目されている

差別料金制度の導入可能性を検討するため、選択

型コンジョイント分析により稲作農家の施設利用

行動を分析した。その結果、以下の3点が明らか

となった。

第1に、利用行動を規定する要因のうち施設属

性には、「利用料金」、「所要時間」、および「受付

終了時刻」が、農家属性には、「水稲作付面積」、

「乾燥機所有の有無」、および「経営全体としての

主作物」が、さらに大規模農家では「労働力条件」

と「作業競合の有無」が含まれていた。農家属性

に関する要因は、実際の乾燥作業形態と農家属性

の関係を反映しており、選択型コンジョイント分

析という表明選好データに基づいた利用行動分析

でも実際の意思決定要因を捉えられることが示さ

れた。

第2に、所要時間と受付終了時刻に対する限界

支払意思額は、それぞれ 190円/60kgと101円/60

kgであった。どちらも収穫可能時間を短縮させ

る要因であるが、所要時間の延長は時間のロスに

つながるものの、受付終了時刻が早まってもほか

の作業に取り組めるため、所要時間の限界支払意

思額が受付終了時刻を上回っていた。

第3に、利用確率の料金弾力性は小規模農家ほ

ど非弾力的になることから、水稲作付面積に応じ

て利用料金を差別化することで荷受量の増大が図

れることが明らかとなった。また、乾燥機の所有

の有無が弾力性に大きな影響を与えていたことか

ら、差別料金制度の導入による荷受量の増大効果

を高めるためには、農家が所有する乾燥機を処分

するようなインセンティブを与える必要があるこ

とを指摘した。

本稿の結果は、選択型コンジョイント分析が従

来のアプローチでは困難であった施設属性と農家

の利用行動の関係を定量的に評価できることを示

しており、利用料金水準や施設規模の決定に対し

て有用な情報を提供する手段として期待される。

残された課題の 1つは、共乾施設を包括的に分
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析できる枠組みの開発である。差別料金制度の導

入により得られる稼働率の向上効果を評価するた

めには、施設の収支条件も考慮しなければならな

いため、運営費用とあわせて検討する必要がある。

他方、運営費用は利用料金を通じて稲作農家の利

用行動（荷受量）に影響する。さらに、所要時間

（待ち時間）は荷受能力と荷受量に規定される。

つまり、稲作農家の利用行動（荷受量）、利用料
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